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面接交渉権を制限ずる「晋の福祉」  

隈  直 子＊  

要  旨   

かつては離婚した親は子どもと会うべきではないという風潮があったが、今日、離婚の増  

加に伴い、面接交渉が主張されるようになった。面接交渉権の権利性、性質には議論が多い  

が、「子の福祉」「子の最善の利益」を第一に考え、面接交渉権を認めたり、制限したりする  

考えに異論はない。いかなる場合に面接交渉権が制限されるのかを考察する。  

キーワ匝ド：面接交渉権、監護、忠誠心の葛藤、子どもの最善の利益  

きであると考えられており（3）、面接交渉な  

ど考えられない風潮であった。しかし、離婚  

の増加とともに、夫婦は別れても親子の交流  

は持ちつづけたいと面接交渉および面接交渉  

をめぐる紛争も増加している。面接交渉が主  

張されるようになっても、面接交渉権が裁判  

の対象となるかどうかが論点であった。どの  

ような場合に面接交渉が認められるべきか、  

という議論がなされるようになったのは近時  

のことである。   

そこで、裁判所が、どのような基準で面接  

交渉の可否を判断しているのか、ということ  

について裁判例をもとに検討したい。  

Ⅰ はじめに   

父と母が婚姻中であれば、子どもは両親が  

共同で親権を行使する（民法818条）。父母が  

共同して子どもを監護し、教育するというわ  

けである。民法820条は、「親権を行う者は、  

子の監護及び教育をする権利を有し、義務を  

負う。」と規定しており、親権が、父母に与  

えられた権利であるとともに義務でもあるこ  

とは、今日では通説的見解となっている（－）。  

しかし、離婚や別居などで父母が共同して親  

権を行使できない場合は、一方の親が親権を  

行使することになる。特に、未成年の子のいる  

夫婦が雑婚の場合、離婚する際に親権者を父  

母のどちらにするかを定めることとなってい  

る（民法819条1項）。人口動態統計年報主要統  

計表（2）によると、平成13年の離婚件数は、  

285，911組であり、うち子どもがいたのは  

171，802組で、全体の60．1％を占めている。ま  

た、同資料によると、親が離婚した未成年の  

子どもの数は、295，168人であり、多くの子ど  

もが、父または母と別れて暮らしているので  

ある。   

かつては、離婚後、別れて暮らす親は子と  

の交流を絶ち、陰ながら子の成長を見守るベ  

Ⅱ 面接交渉権の性質   

面接交渉権とは、親権または監護権を有し  

ない親が、その子と個人的に面接したり、プ  

レゼント交換や文通したりして交渉する権利  

である。欧米諸国では古くから認められてい  

て、明文の規定を持つ国もあるが（4）、わが  

国には面接交渉について明文の規定はない。  

そのため、面接交渉には権利性が認められる  

のか、またどういう性質のものかということ  

に閲し、多くの説が唱えられてきた（5）。  
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面接交渉権の性質については、さまざまな  

見解が主張されているが、今日では、その権  

利性は肯定されている。   

別居我が子の都合を考えず、自らの心情を  

満足させるために面接交渉を強硬に求める場  

合や、監護親が非監護親と子との面接交渉を  

強く拒否する場合に、かえって子を混乱させ  

たり、悩ませたりすることが多いことを理由  

とし面接交渉の権利性を否定する見解もあ  

る。しかし、権利性が否定されると、家事審  

判事項でなくなるため、審判の手続きにおけ  

る判断の対象とはならない。面接交渉につい  

て監護親と非監護親との問で協議できないか  

らこそ裁判所に申し立てたのであり、裁判所  

が判断しないと問題が解決しない場合もある  

のではないか。面接交渉を行うことでこの忠  

誠心の葛藤を招くことを恐れて、面接交渉を  

行わないとしても、面接交渉をめぐる父母の  

対立がいつまでも続くことで、子を悩ませた  

り、混乱させたりする場合もあるのではない  

かと考える。したがって、面接交渉の権利性  

を肯定し、事案に応じて面接交渉を制限する  

立場に賛成する。   

さらに、面接交渉権は誰の権利であるか、  

という問題であるが、親の権利であるという  

見解や、親の権利であると同時に子の権利で  

あるとの見解などが説かれている。親の権利  

であると同時に子の権利であるという見解  

は、子の福祉を充実させるためにも有効であ  

り、また世界的傾向にも合致するものであり、  

近時有力な見解である。しかしながら、現行  

民法下では、子の権利は制限されており、審  

判の申立権を与えていないので、この見解を  

とるには無理があるとの批判がある。面接交  

渉権は誰の権利なのか、どういう性質のもの  

であるか、ということについては一致した見  

方がない。   

裁判例では、東京家裁昭和39．12．14審判  

（家月17－4－55）で「親権もしくは監護権を  

有しない親は、未成熟子と面接ないし交渉す  

る権利を有し、この権利は、未成熟子の福祉  

を害することがない限り、制限されまたは奪  

われることはない」として面接交渉の権利性  

が肯定されて以来、面接交渉権の権利性を肯  

定し、家庭裁判所は家事審判事項として面接  

交渉を取り放うようになった。  

Ⅲ 面接交渉の基準と「子の福祉」   

面接交渉の可否を論じるにあたって最も重  

視されるものが「子の福祉」である。そもそ  

も「子の福祉」とは何か、という問題もある  

が、面接交渉にあたっては、どのような事柄  

を「子の福祉」として考えているのだろうか。  

限定して考えてみたい。   

面接交渉権の性質をどうとらえるかによっ  

て、その判断基準も異なると考えられる。面  

接交渉権を否定に考える場合には、原則とし  

て面接交渉は認められないのであり、例外的  

に面接交渉が認められる基準を考慮すること  

になる。他方、面接交渉権の権利性を肯定的  

に捉えた場合には、積極的に面接交渉を認め  

るべきであり、個人の権利を制限するにあた  

っては、十分な理由が必要となる。そこで、  

最も重視されるものは、「子の福祉」、「子の  

利益」である。学説および裁判例でも、面接交  

渉権の権利性を肯寿する立場、否定する立場  

のいずれにせよ、面接交渉の可否をめぐって  

は「子の福祉」、「子の利益」を第一に考える  

ことに異論はない。しかしながら、「子の福  

祉」、「子の利益」といった抽象的な判断基準  

ではなく、具体的な判断基準が必要であるが、  

面接交渉権の判断基準について統一的見解と  

いうものはない。   

裁判例をみると、「子の福祉」の観点から、  

両親が離婚しても子にとってはどちらも親な  

ので、できるかぎり双方から愛情を受け成育  
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に判断している。また、面接交渉の形態はさ  

まざまである。一日のうち数時間を直接会っ  

て過ごすことだけを指すのではなく、手紙や  

電話だけの交流や、宿泊を伴う旅行や別居親  

の家に泊まることも面接交渉である。面接交  

渉の可否を考えるにあたっては、さまざまな  

形態ごとに基準を設定する必要があると思わ  

れる。しかし、裁判例は直接の面会を求める  

ものばかりなので、直接面会するという形態  

の面接交渉を念頭において検討する。  

まず、親に親としての適格性が欠けている場  

合には面接交渉が拒否または制限されると考  

えられる。親として不適格であるというのは、  

子を虐待する場合、親権喪失事由に該当する  

場合があげられる。子に暴力をふるうなど子  

の安全が確保できないには、直接の面会は認  

められるべきではない。浦和家裁平成8．5．16  

審判（家月48－10－162）は、虐待による児  

童福祉施設入所承認審判であるが、子の虐待  

を理由として直接の面接を認めなかった。ま  

た、夫婦の離婚原因が夫（父）の暴力である  

場合にも、面接交渉を認めない裁判例があ  

る。東京家裁平成14．5．21審判（家月54－11－  

76）では、父と子との面接交渉が母に心理的  

負担を与え、母子の生活の安定を害し、結果  

的に子の福祉を著しく害するおそれが高いと  

して、面接交渉を認めなかった。横浜家裁平  

成14．1．16審判（家月54－8－48）では、子  

（7歳）が積極的に父との交流を求めておら  

ず、現時点での面接交渉は子の最上の利益に  

合致しない、子が両親の抗争に再び巻き込ま  

れ、子の福祉が害される危険があるとして面  

接交渉を認めなかった。これらの場合にも、  

間接的な交流は可能であるが、虐待した親か  

らの手紙や電話、プレゼントをも子どもが拒  

むことも考えられる。その場合には、子の写  

真や成績などを別居親に送付するという方法  

で交流を維持することが考えられる。暴力を  

することが望ましいとして面接交渉を認めよ  

うとする裁判例がある一方で、「子の福祉」  

のために面接交渉を否定する裁判例が多い。  

すなわち、「子の福祉」が面接交渉に積極的  

に作用する場合と、面接交渉を拒否または制  

限する作用する場合とがある。本来、面接交  

渉を認めるかどうかは、個別の事情により異  

なるものであるが、同じ事情であっても裁判  

官の価値観や裁量に左右される部分が大きす  

ぎるのでは問題である。例えば、子どもが再  

婚家庭で金銭的にも精神的にも安定して暮ら  

している場合、新しい家族の平和に余計な波  

風を起こさない方がよい、との理由で面接交  

渉を拒否するとの見解がある一方で、離れて  

暮らす実親からの愛情を感じ、実親との交流  

を確保するべきとの意見もあり、そのどちら  

もがそうすることが「子の福祉」であると考え  

ているのである。そのような問題を解消する  

ためにも、面接交渉にあたっての基準を具体  

的に検討する必要がある。また、基準につい  

ては、二通りの考え方があるのではないか。  

子どもと交流するために最低限必要な基準を  

設け、その基準をクリアすれば面接交渉が認  

められるという考え方と、逆に面接交渉を拒  

否や制限するための基準を設ける考え方であ  

る。面接交渉権を肯定する立場にたてば、面  

接交渉は認められる権利であり、「子の福祉」  

に反する場合にのみ制限されるのであるか  

ら、拒否や制限される基準をおくべき、とい  

うことになる。裁判例でも「子の福祉」によ  

り面接交渉を制限する基準について論じてい  

る（6）。   

では、具体的に、どのような場合に面接交  

渉が制限されたり、否定されたりするであろ  

うか。  

裁判例では、子どもの心理状態、面接交渉に  

対する子の態度、子の監護状況、別居親およ  

び同居親の面接交渉に臨む態度などを総合的  
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ふるう親が子に愛情を抱いている事実がある  

としても、親の十分な反省と、被害者である  

親と子どもが受けた心の傷の問題が解決しな  

いかぎり、面接交渉は難しい。ほかにも、監  

護親の悪口を言う、強度の人格的偏り、反社  

会的傾向がある場合には、親としての適格性  

を問うことになる。浦和家裁昭和57．4．2審  

判（家月35－8－108）では、父が離婚後党  

せい剤を使用し受刑し、出所後、母や母方の  

祖父に数回に渡り嫌がらせや無理な要求を  

し、子らが通っていた幼稚園にも執拗に電話  

をかけるなど多大な迷惑をかけたため、子ら  

の「福祉を著しく害し、もしくは害する蓋然  

性が高いと認められるので」面接交渉を認め  

なかった。   

親としての適格性を判断する一つとして、  

養育費の支払いをあげるものもある。一般的  

に、養育費を支払う親は子に対する責任を果  

たそうという意識が高いと考えられるため、  

面接交渉も認めやすいといえるであろう。し  

かし、養育費を支払わない親を親として適格  

であるといえない、という見解もある。面接  

交渉権が親の義務と対応しているとし、扶養  

能力がありながら扶養義務を果たさず、面接  

だけを要求するのであれば、親としての適格  

性に欠ける、というのである。しかし、合意  

した養育費を支払わないという理由で面接交  

渉を制限するということには問題がある。養  

育費の支払いは経済的責任であり、面接交渉  

はむしろ精神的な面で子どもを健全に成育す  

る責任であって、問題の質が異なる。面接交  

渉と養育費の支払いが取引材料にされること  

のないよう慎重に考えるべきであろう。また、  

逆に、別居親が養育費を支払わないことを理  

由に子どもとの面接を拒否する場 合も考えら  

れる。養育費が支払われていなくても、子の  

福祉のために面接交渉を可能と解すべきであ  

る。   

次に、子を奪取したり、隠したりするおそ  

れがある場合にも、面接交渉は制限されるで  

あろう。子と別居親だけで面会することのな  

いよう立会人をおいたり、面会場所を指定し  

たりする工夫が必要となるであろう。  

さらに、面接交渉に対する子どもの意思が大  

きく影響する。面接交渉権を「子の権利」と  

してみる見解が生じたのほ、子を権利の主体  

として扱う方向、流れがあったためであり、  

そこでは子どもの意思の尊重することが求め  

られる。子どもの年齢とも関わってくるが、  

ある程度の年齢に達した子どもについては、  

子どもが表示した意思を尊重しているようで  

ある。ある程度の年齢の子どもは、自身が成  

長していくうえでどのように別居親と関わり  

を持つか、自分で考えることができる。また、  

面接交渉の後に生じるであろう子ども自身の  

心の動揺にも自分で対応することができると  

考えられる。家事審判規則54条で、子の監護  

に関する審判をする前に、満15歳以上の子の  

陳述を聴かなければならないと定めているこ  

とから、15歳に近い年齢の子どもの意思が問  

われることが多いようである。東京家裁平成  

7．10．9審判（家月48－3－68）は、13歳の子ど  

もが父に嫌悪感を抱き、記念撮影も拒否し、  

父との面会でも終始視線をそらせ、会いたく  

ない旨を明確に述べた。裁判所は、子の「情  

操を著しく害し、同人に対して過大な精神的  

苦痛を与えることとなり、子の福祉や利益に  

反することが明らかであり、子の「意思を尊  

重すべきである」として、父親との面接交渉  

を認めなかった。浦和家裁平成12．10．20審判  

（家月53－3－93）は、ドイツ在住の母が面接  

交渉を申立てた事案である。裁判所は、父に  

射し、16歳の子どもの意思を尊重し、母との  

面接交渉を自由に行えるよう側面から授助す  

るよう命じ、また子の意思に反しないかぎり、  

子が成人するまで学期の終了ごとに写実や学  
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意思をどう尊重すべきであろうか。それまで  

の言動などから別居親に子どもが親しみを感  

じていない場合もあるであろう。また、父母  

の葛藤が厳しかった場合あるいは離婚後も厳  

しい葛藤が続いている場合、面接交渉するこ  

とに同居親へ遠慮し、別居親に会いたいとは  

積極的に思えない子どももいるであろう。あ  

るいは、同居親や同居家族が別居親に強い反  

感を抱き、子どもに別居親の批判や非難をし  

ていた場合、そうした影響を受けて面接の拒  

否を明示することもあると思われる。したが  

って、子どもの意思を尊重するというのは、  

子どもの表示した意思に隠された面もみて、  

別居親との面接で子どもが混乱したり、悩ん  

だりしないのかを見極める必要がある。さら  

に、子が面接交渉を拒否していると判断され  

る場合でも、子どもの健全な成育のために面  

接交渉する方が望ましいケースもある。その  

場合、面接交渉が子どもへの負担とならない  

よう実施方法に工夫することも必要である。  

岡山家裁平成2．12．3審判（家月43－10－39）  

は、祖母による母への誹誇を子ども（9歳、8  

歳）が信じ込んで、母を嫌い、面接を強く拒  

否した事案である。しかし、裁判所は、子ど  

もの人格形成のためには母との面接交渉を認  

めるべきであるとして、祖母が立ち会わない  

状態での面接交渉を認め、祖母と父に母を敵  

視する言動をしないよう付言している。   

子どもに忠誠心の葛藤が生じる可能性が高  

い場合、そのために子の福祉が害される危険  

が高い場合には、面接交渉は否定されている。  

父母の葛藤が激しく、同居親が面接に強く反  

対する場合に面接交渉を認めると、同居親の  

葛藤が子どもに影響をおよぼし、子どもの精  

神的安定を損なう危険があると思われるから  

である。東京高裁平成2・2・19快走（家月42－  

8－57）は、両親が別居中の場合であるが、  

父母の信頼関係は全く失われていること、幼  

校での成績を知らせるなどして成育状況を知  

らせることを命じた。しかし、横浜家裁平成  

8．4．30審判（家月49－3】75）では、再婚家庭  

で安定した生活を送っている13歳の子は、別  

居親との面接交渉を拒絶までほしないが、積  

極的に望んではいない事案である。裁判所は、  

13歳の子どもの意思表示は同居親の意向を汲  

んだものであると判断し、その意′削こ反して  

面接交渉を認めた。この事案では、子が父と  

の面接交渉を明確に拒否していないので、子  

の意思に反した面接交渉であっても実施され  

るであろう。しかし、このように子どもの年  

齢がある程度になると、親の協力がなくても  

ひとりで面会場所まで行くことも、帰ってく  

ることもできる。子の福祉の観点から、別居  

親との面接交渉を行うべきであると判断して  

も、面接交渉を強制できるか、という問題が  

生じると思われる。そのような場合、面接交  

渉を強制することは困難であろう（7）。   

子どもの意思を尊重するという場合、問題  

になるのは、子の意思の確認である。子ども  

が自分の置かれた環境、境遇を理解し、同居  

親とは別人格として判断したうえでの意思を  

明確に表示できる場合は、表示された意思を  

真意として取扱い、尊重すればよい。しかし、  

それができる子どもは少ない。子の意思を確  

認するには、直接的な調査だけではなく、親  

や学校、保育園、幼稚園などからの情報、心  

理テストなどを行い、総合的に判断されるべ  

きであろう。生活面だけでなく精神面におい  

ても同居親に依存している子どもは、同居親  

の意向に同調するであろう。父母の間で板ば  

さみとなって忠誠心の葛藤に悩む子どもも多  

いと想像される。子どもの意思を確認するに  

は慎重を期すべきであり、また父母の葛藤で  

傷ついている子ども達の心情に配慮したうえ  

で、意思の確認をするよう留意が必要である。   

特に、面接交渉を求めないという子どもの  
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齢（3歳9ケ月）の子が面接交渉するには、同  

居親である母の協力が不可欠であるが、母は  

面接に強く反対しており、協力は望めないの  

で、その状況での面接は子に悪影響を及ぼす  

として、面接を認めなかった。岐阜家裁大垣  

支部平成臥3．18審判（家月48【9－57）では、  

離婚時の協議に基づき、父との2回面接交渉  

を行ったものの、3歳になる子どもは母と離  

れたことがなく成長し、面接後、わがままに  

なる、泣きやすくなるという様子であったた  

め、以後の面接を拒否した事案である。裁判  

所も、子どもの情緒不安定な兆候などを指摘  

し、現段階での面接交渉を認めなかった。   

しかし、子の利益のために、同居親の強い  

反対や父母の葛藤の赦しさがあっても、面接  

の回数や面接方法を工夫するなどしてできる  

だけ面接を実施する必要があると考える（8）。  

この点、裁判例は、面接交渉を消極的に解す  

るのではないかと考える。特に、子どもの年  

齢が低い場合、親の協力がないと面接が実施  

できないこともあってか、比較的容易に面接  

交渉を否定する傾向にある。前掲岐阜家裁大  

垣支部平成8．3．18審判（家月48－9－57）では、  

子どもが幼いので、現段階での面接交渉を認  

めず、こまめに写真やビデオを送るなどして  

近況を知らせることが相当と判断した。直接  

の面会が認められないケースでも、裁判所が  

手紙のやりとりをするよう判断を下すとは限  

らない。その場合、一切の交流が絶たれてし  

まうおそれがある。子どもは、将来にわたっ  

て別居親との交流の機会を失ったままになっ  

てしまう可能性がある。面接交渉には、電話  

や手紙のやりとりといった親子双方からの交  

流もあれば、子の写真や成績表などを親の方  

に送るといった一方的な情報の提供も含まれ  

る。仮に、現時点では、父母の葛藤が激しく、  

その葛藤が子どもにも影響をおよぼしかねな  

いと判断される場合にも、父母の葛藤を解消  

するために何らかの手段が講じられるわけで  

はない。将来、同居親の葛藤が解消し面接を  

認めてもよいという心境になったとしても、  

長期間交流のなかった親との問に子どもは親  

近感を感じるか疑問であり、また突然の面接  

交渉を子どもが受け入れられるか、その場合  

にも精神的安定という問題が生じるであろ  

う。また、子どもに直接会うことはできなく  

ても、子どもとの交流があるということは、  

別居親の励みになるのではないか、と思われ  

る。   

いずれの理由で直接の面接が制限される場  

合であっても、手紙や電話など間接的な交流  

はできるかぎり確保したい。直接面会しない  

形態の面接交渉についても、可否の基準を検  

討すべきであろう。前掲浦和家裁平成12．10．20  

審判（家月53】3¶93）では、子の意′削こ反  

しないかぎり、子が成人するまで学期の終了  

ごとに写真や学校での成績を知らせるなどし  

て成育状況を知らせることを命じたものがあ  

る。写真や成績表の送付に関しても、子の意  

思を尊重するべきかどうか、検討が必要であ  

ると思われる。  

Ⅳ おわりに   

わが国では、面接交渉権について、その権  

利性を認め、家事審判事項として裁判所の判  

断の対象となるということが定着するまでに  

これまでかかり、ようやく面接交渉の判断基  

準や面接方法などが議論されるようになって  

きたと思われる。   

ここでは、面接交渉を否定または制限する  

「子の福祉」としてどう考えられているのか、  

その基準としていくつか検討を試みた。しか  

しながら、子どもの年齢や離婚に至るまでの  

経緯、父母の葛藤の強さ、さらには別居親と  

同居する祖父母の葛藤の強さなど、ケースも  

さまざまであり、何らかの基準を設定するこ  

【134一   



TheJoul・nalofKyushuUniversity ofNursingandSocialWelfareVol．5No・1Mar・2003  

が、面接交渉を有意義なものとするためには、  

両親の適切な関わり方が必要であるから、両  

親をサポートすることも重要である（9）。また、  

具体的な面接交渉の方法や回数、時間、場所  

についても家庭裁判所が判断しているケース  

もあるが、その一方で、本来ほ父母間の協議  

で面接交渉についても取り決めるべきであ  

り、細かい事柄まで家庭裁判所が決定するこ  

とには疑問もある。また、ここであげた課題  

に関しても、家庭裁判所での対応が困難な問  

題もある（9）（川）。これらの問題点についても、  

今後の研究課題としたい。  

とは困難であった。今後も引き続き研究課題  

としたい。   

さらにいえば、離婚の増加により、面接交  

渉をめぐる問題は増加し、面接交渉への要望  

も多岐にわたることが予想される。子と同居  

親が面接交渉を望んでいるにもかかわらず別  

居親が拒む場合や、祖父母から孫に対する面  

接交渉や、きょうだい間での面接交渉が求め  

られることが考えられる。どのような場合で  

あっても、できるだけ子どもを取り巻く大人  

が、一人でも多く子どもに対し愛情をもって  

接し、それぞれの立場で子どもの健全な成育  

のために協力することが望まれる。そのため  

には、家庭裁判所も、面接交渉の可否を判断  

するだけではなく、より積極的な役割を果た  

すべき時期にきていると考える。面接交渉の  

立会人として調査官を積極的に活用したり、  

面接会場として裁判所を提供したりすること  

なども考えられる。面接交渉に反対であった  

同居親も、立会人が調査官であったり、裁判  

所での面会であったりすれば比較的安心して  

面接交渉に送り出すことができるのではない  

か。子どもの意思の確認作業も家庭裁判所の  

調査官が行っているが、面接交渉に伴う子ど  

もの不安や動揺に対応しているとはいえな  

い。また、親に対しても同じようなケアが必  

要である。離婚した後の親の責任を果たすに  

はどうすればよいのか、考えている人も多い  

と思われる。面接交渉の必要性が理解できて  

も、やはり子どもが以前の配偶者と会うとな  

ると動揺や不安を感じずにはいられないであ  

ろう。別居親も、面接交渉の場を同居親の悪  

口を言う場にしてはならないし、子どもが面  

接交渉をあまり負担に感じずに、経れて暮ら  

していても親であるという安心感を与えるに  

はどうふるまえばいいか、悩んでいる人もい  

るであろう。もちろん、ケースによって面接  

交渉のあり方はさまざまあって当然である  
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